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      中国最大級のプロ集団  「士業・ｎｅｔ」  による日系企業支援 

「士業・ｎｅｔ」 メールマガジン 
              内田総研・Ｇｒｏｕｐ  （投資顧問・会計服務・網絡科技）      

 

 

日中、経済協力前面に「競争から協調」 

合意事業 52件、事業金額 200 億ドル規模に
、 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

週刊メール情報 

厳選・中国ビジネス 

２０１８年（平成３０年） １０月２９日  月曜日      週刊メール情報 ・ 厳選中国ビジネス   (第０７７６号) 

●中国税務・法務・会計支援  ●日本企業の中国進出支援  ●日中企業のＭ＆Ａ支援  ●日中医療ビジネス支援  ●中国でのネット販売支援 

 

■ 日中、経済協力前面に「競争から協調   

10 月 26 日、7 年ぶりの日中首脳会談が北京で行な 

われ、新たな段階の日中関係の構築が確認された。 

両政府は、経済分野を中心に実務協力を加速させ、対 

米摩擦を背景に中国が求める第三国市場開拓での連 

携や金融分野の協力で合意し、戦後最悪といわれた状 

況を正常化させ、「競争から協調」という新たな関係の象 

徴とする考えだという。 

 

新たな日中経済協力関係がスタート 

「中日両国はより幅広い共通利益を持つようになって

いる。中日関係発展を新しい歴史的な方向にしなけれ

ばならない」。習近平国家主席は 26日、安倍晋三首相

との会談の冒頭、こう語りかけて笑みを浮かべた。 

その成果が今回の経済分野での合意案件であり、特に

第三国市場開拓では合意事業は 52件に上り「事業金

額は 200 億ドル（約 2兆 2千億円）に達した」。 

金融協力も新段階に入った。日中の中央銀行は危機時

などに人民元と日本円を交換する通貨交換（スワップ）

協定の再開で一致、両国の企業が円や人民元を取れな

くなった場合、中央銀行経由で調達できるという。 

融通額の上限は 3兆 4千億円と以前の 10倍超に膨ら

み、日本企業の人民元調達に万一、支障が出ても、通

貨協定があれば日本銀行が最後の貸し手になれる。 

 

合意は金融市場の開放から 

この 7年、経営環境に必要な中国の金融市場の開放

が思ったほど進まなかったが、米国との貿易戦争で中

国は証券や保険でも外資の過半出資を認めた。 

野村ホールディングスは出資する証券子会社の設立を

中国当局に申請、日本勢もスタートラインに並んだ。 

日中両政府は 26 日、証券市場を巡る包括協力で合

意、監督当局や市場関係者が参加するフォーラムを毎

年開き、実務協力の場とし、上場投資信託（ETF）の相

互上場もめざすという。 

一方、安全保障分野では、中国軍と自衛隊の偶発的衝

突を防ぐ「海空連絡メカニズム」をめぐる防衛当局同士

の初会合を年内に開くことが確認された。 

■ 香港・マカオ、世界最長の橋開通へ 

香港とマカオ、中国広東省珠海市を結ぶ世界最長

の海上橋「港珠澳大橋」が 24 日に開通した。 

広州や深圳を含む中国本土と香港を一体的な経済圏

とみなす「ベイエリア構想」の港珠澳大橋は、海底トン

ネルや橋梁、人工島などからなる全長 55 キロメートル

の巨大プロジェクトだという。 

ベイエリア構想は、香港国際空港があるランタオ島とマ

カオ、珠海を結び、総工費は 1千億元（約 1兆 6千億

円）超とされ、陸路で約 4時間かかっていた「香港―珠

海」は 45 分、フェリーで 1時間の「香港―マカオ」は 30

分ほどで行き来できるようになる。 

中国政府は中国本土の広東省と香港、マカオの連携

を深める「粤港澳大湾区（グレーターベイエリア）」構想

を推進しており、9月には香港と広州を結ぶ「広深港高

速鉄道」が全線開業した。交通インフラの充実によって

域内で事業を展開しやすくする。 

中国は、米国との貿易戦争が深刻になる中、ハイテク

企業が集まる深圳や自動車産業の中心地である広州

と金融・物流センターの香港を結びつけて、経済のけ

ん引役としたい考えだという。 

 

■ みずほ FG、中国 CITIC 等 3 社提携 

みずほフィナンシャルグループ（FG）は中国国有大

手の中国中信集団（CITIC）、中国輸出信用保険と 3社

提携、CITIC と共同で海外融資プロジェクトを開発し、

中国輸出信用保険の信用補完を受ける。 

CITIC が持つ海外投融資案件について、みずほ FGが

資金調達の枠組みを提供、国内外のみずほ銀行の拠

点による融資に加え、協調融資（シンジケートローン）

の組成などを念頭に置いているという。 

今後、みずほフィナンシャルグループは中国国有大貿

易保険を手掛け、海外とのつながりの深い中国輸出信

用保険の情報網も活用し、インフラ整備が本格化する

東南アジアやアフリカなどでの案件が中心に、合計で

数百億から 1千億円規模にのぼる複数案件に対し、3

社で協力して融資などをしていく。 
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■ 中国の可処分所得、4 万元超に 

中国国家統計局によると、2018 年 1～9 月の全国

の 1人あたり平均可処分所得は 2万 1035 元で前年

同期比 8.8％増、価格要因を除く実質伸び率は 6.6％

となった。1～9 月の全国の 1人あたり平均可処分所

得の伸び率は上半期と横ばいだった。 

1～9月の 1人あたり平均可処分所得は上海が最高

で 4万 8339 元、2位は北京で 4万 6426 元、3 位は

浙江省で 3万 5349 元だった。専門家は、1人あたり

平均可処分所得と各地の給与水準、産業構造は密

接に関わっていると分析、一線都市では人件コストが

高く、能力もあり人件コストも高いという。 

上海、北京、浙江、天津、江蘇、広東、福建、遼寧、山

東の 9つの省・市は全国平均を上回った。 

投資、輸出、消費は中国経済の成長を牽引する 3大

要素だが最近は政策が消費を牽引し、消費支出の基

礎的役割が強まっている。 

国家統計局によると、所得の安定した増加と消費促

進政策の効果により、実体小売が引き続き回復し、ビ

ジネスモデルが絶えず革新され、消費のモデル転換・

アップグレード傾向は続き、消費市場は引き続き安定

かつ急速な成長になるとの見解を示している。 

 

■ 日本取引所、上海証取と ETF 上場 

日本取引所グループ（JPX）と上海証券取引所は、

上場投資信託（ETF）を相互に上場させると発表した。 

東証株価指数（TOPIX）など日本の主要な株価指数

に連動した ETF が中国で上場するのは初めて。 

中間所得層が拡大する中国の潤沢なマネーを取り込

むのが目的で、日本取引所は上海証取の ETF を国

内で取り扱い、日中間の連携を強化する。 

ETF は株価指数や債券、通貨に連動するようにつくら

れた金融商品で、一般的な投資信託より低コストで、

取引時間中はいつでも売買できる利点がある。 

日本取引所は日経平均株価や TOPIX など主力 ETF

を中国に上場させたい考えで、東証ではすでに中国

の主要銘柄で構成する上海 50指数の ETF などが上

場している。今後、国内の投資家に関心がありそうな

上海証取の ETF を選ぶという。 

世界取引所連盟によると、17 年の ETF売買代金は

18 兆ドル（約 2000 兆円）と、過去 10 年で 5倍に膨ら

んだ。ただ、東証のシェアは 2％にとどまっており、

ETF 大国の米国との差は大きい。 

■ 野村、中国政府系と 1 千億円ファンド   

野村ホールディングスは中国の政府系ファンド、中

国投資と共同でファンドを設立する方針を固めた。 

日本側は大和証券グループ本社や 3 メガバンクなどの

金融大手がそろって出資する「オールジャパン」ファン

ドとし、日中の機関投資家から幅広く資金を募り、投資

総額 1000 億～2000 億円を目指す。日中首脳会談に

合わせて基本合意する見通しだという。 

主に投資対象とするのは日中の企業で、双方の国に

進出する場合だけでなく、第三国に進出する際の後押

しもし、他のアジア企業への投資、人工知能（AI）やヘ

ルスケアなどの業種を戦略ターゲットに据える。 

ファンド運営者にあたるゼネラル・パートナー（GP）には

野村、大和のほか、三菱 UFJ フィナンシャル・グルー

プ、三井住友フィナンシャルグループ、みずほフィナン

シャルグループと日本の大手金融機関が入る。 

野村は中国資本の東方国際集団と合弁会社をつくり、

中国国内の富裕層向けに証券サービスなどを展開す

る予定で、今回のファンドも中国での事業戦略の延長

線上にあるとしている。 

また、新たに日本と協力することで投資の受け皿にし

たいと考えたもようだ。 

 

■ 中国テーマパーク、世界 4分の 1 に 

世界 10 大テーマパークの来場者数は前年比 8.6％

増え、なかでも中国の増加率は 20％近くに達した。 

中国のテーマパーク来場者数は現時点で、世界の約 4

分の 1 を占めているが、国外の大型テーマパークがす

でに単なる遊園地ではなく、アニメ、テレビ、ファッショ

ン、おもちゃ、出版、映画、インターネットを集めた一体

的な文化娯楽産業の巨大施設になっている。 

今後は、中国の大型テーマパークも量から質への転換

を図り、IP（知的財産）を強化することで、独特な文化観

光産業チェーンを確立する必要があるとしている。 

昨年はアジア太平洋地域のテーマパーク来場者数が

5.5％増え、特に中国のテーマパークが来場者数を大

きく押し上げた。中国では、複数のテーマパークが営業

を開始すると同時に、既存テーマパークの拡張とグレ

ードアップがテーマパークの IP を豊富にし、消費者を

引き付ける魅力が持続的に強化された。  

世界のテーマパークトップ 10 社のうち、中国企業は 3

社がランクイン、来場者数の増加率で中国企業はトッ

プ 3 を独占している。  
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内田総研・Ｇｒｏｕｐは、中国税務・法務・会計等の専門家を配置しての「日本 

企業の中国進出支援」、中国のテレビ局と提携しての「越境ＴＶショッピング」  

中国人材大手と提携しての「日中介護人材育成事業」などのコンサルティン 

グを行っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本での不動産投資支援事業 
 

● 中国企業の日本での不動産投資支援 

● 中国投資家の日本での投資経営ビザ取得 

● 日本不動産企業と中国不動産企業の提携支援 

 

日本での介護人材教育事業 
 

● 中国人介護研修生の日本での教育支援事業 

● 日本の介護福祉士国家資格の取得支援 

● 日本介護福祉企業の中国市場進出支援 

 

中国での「医療ビジネス」支援 
 

● 日本医療機関の中国での事業展開支援  

● 日中医療機関の事業提携支援 

● 日本へのメディカルツーリズム事業 

 

中国での「ＴＶショッピング」販売 
 
● 中国のテレビ局との提携で行う販売支援 

● 保税区活用越境ＥＣとの販売コラボレーション 

● 中国市場を攻略する最強販売システム 

―――――税務師・律師・会計師等、中国最大級のプロ集団 「士業・ｎｅｔ」 によるワンストップサービスーーーーー 

内田総研・Ｇｒｏｕｐ     (www:uchida-chinatax.com) 
北京事務所： 北京市経済技術開発区栄昌東街甲５号 隆盛大廈Ｃ座８Ｆ  ＴＥＬ/ＦＡＸ 0086 (10) 6732-9852 （代表) 

東京事務所： 東京都足立区西新井栄町２丁目９番５号 Ｋハイム       ＴＥＬ (03)3898-1422 ＦＡＸ (03)3898-1431 

「士業・ｎｅｔ」 ニュース掲示板 

 

Ｍ＆Ａセンター 
 

● 日中企業のＭ＆Ａ支援 

● 戦略的Ｍ＆Ａの構築支援 

● 撤退Ｍ＆Ａの構築支援 

 

 

越境ＥＣネット販売 
 

● 越境ＥＣ＋テレビショッピング 

● 中国での受注代行サービス 

● セミナー販売等との並行 

日本企業の中国進出支援 
 
● 中国での会社設立、中国事業支援  

● 中国での税務・法務・会計支援 

● 特許権・商標権の取得、上場支援等 

 

 

税務・法務・会計 
 

● 税務・会計顧問、記帳代行 

● 税務トラブルの解決処理 

● 法務トラブルの解決処理 

 

中国での「健康セミナー販売」 
 
● 中国全土での健康セミナー販売支援 

● 全国に「老人大学」での販売支援 

● 各地の病院と提携しての全国販売支援 

 

 

 

  

 

 

 
 

 

龍頭大廈 ホテルフロント 

オフイス・ロビー オフイス 

セミナー会場 会議室 

内田総研の中国ビジネス支援 

 受付 

内田総研・北京コールセンター 

漢方医講師 「健康セミナー販売」 

 

内田総研の販売支援スキーム 

 

 

 

越境ＥＣ＋ 「テレビショッピング」 

 

越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 

新越境ＥＣモール  「日本館」 

 

新越境ＥＣモール 「大福易商」 

跨境通 

http://jp.freepik.com/free-photo/callcenter-office_386205.htm
http://img.enfactory.jp/profile/pf/img/library/l/1324405384.jpg

